
令和６年度北海道後発医薬品安心使用協議会議事概要 

 

日 時 令和７年３月６日（木）１８時～１９時３０分 

場 所 かでる２・７ １０階 １０３０研修室（ハイブリット開催） 

出席者：別紙「出席者名簿」のとおり 

議 題：別紙「次第」のとおり 

 

内 容  

１ 開会について 

 

２ 挨拶 

 保健福祉部地域医療推進局医務薬務課 𠮷田課長 

 

３ 報告事項  

「後発医薬品割合の推移等について（資料１）」について事務局より説明。  

主な発言 

 

＜事務局＞ 
最近の調剤医療費の動向における後発医薬品割合において R６.９月最新の月別推移では、８６.

６%である。 北海道では全国平均を超えて８７.５%である。また伸び幅は R４から R５において他

の都道府県と同じ約２パーセントであり、後発医薬品数 量シェアの全国順位は２４位である。 後

発医薬品の使用割合と目標と推移においては、北海道では国が定める目標とする２０２９年度末目

標全都道府県８０%を北海道は超えている。また、国では長期収載品の選定療養により後発医薬品

の使用促進を進めているところ。 

 

４ 議事 

（１）各団体の取り組み状況及び取り組み予定について（資料 2）について 

主な発言 

＜伊藤委員＞ 

後発医薬品の取り組み状況としては、出荷停止に伴う診療報酬の算定方法などについて、各郡

市・医育機関医師会へ情報提 供を行っている。また、後発医薬品に限らず、不足が生じている医

薬品等の取り扱いについて、「北海道医報」で毎月各医療機関へ情報提供している。 

今後の取組予定としては、診療報酬の算定や供給・取扱い等について各郡市・医育機関医師

会、医療機関への情報提供を行う。 

協議会内で確認したい事項としては、ジェネリック医薬品の今後の供給状況について、教え

ていただきたい。 

 

＜長浜谷委員＞ 

取組状況として、自治体病院では医薬品の供給不足について、調査をしている。供給不足に

なっている薬がものすごく多く、それに対する対応に時間がとられている。実際、出荷調整に

なっている薬の量が多く、また、製薬会社から今後の供給状況については情報が来ない。 

代替薬やこの後どういう対応をとっていくのかなどを考えなければならない状況になってい

て、苦労しているのが、現状と思う。 

令和 6年度は長期収載品の選定療養もあり、今まで先発を使っていた患者さんが後発に切り

替えるっていうような動きも、少しは出てきている。ただ、先発にこだわる患者さんも、わず

かながらいる。後発医薬品が基礎的医薬品に変更されて、数量シェアに影響がでたが、特例措



置が出て、持ち直した。その他の取組として、積極的に後発品があるものは切り換えていく

し、また、安定供給されるものに切り換えていくところは引き続き実施していく。 

あと、先発品と後発品で効能効果が異なるものがあり後発化するのがなかなか難しいんです

けども、何とか後発医薬品を使用促進していくような工夫を考えていければと思います。 

バイオシミラーでも促進していきたいと考えている。 

後発医薬品の品目ベース、数量ベース、金額ベースにおける状況を一括でわかるようなツー

ルがあればすごく便利と考える。 

 

＜大森委員＞ 

薬剤師を対象に後発医薬品の安定供給に関する実情を伝えている。続いて 2番目は、後発医

薬品普及啓発パネルを用いて道民への普及活動をしている。そして、3番目、昨年の 10月 15

日から 16日にかけて、ジェネリック医薬品使用啓発パネルを用いて、講習会・パネル展等にお

ける普及啓発を行っている。続いて 4番目、令和 6年度の北海道薬剤師会通常総会において、

後発医薬品不安定供給状況を説明し、更にその説明を北海道薬剤師会各支部の会員へ確実に伝

達するように、また薬局利用者に対しても丁寧に説明するよう伝達をしている。続いて 5番

目、道議会議員、各支部の市議会議員に対して、医薬品安定供給の状況と課題等を報告して、

さらに国に働きかけるよう訴えを継続的に行っている状況。昨年の取り組み状況から、プラス

アルファーとして、6番目、厚生労働省からの依頼を受けて、選定療養に関する啓蒙活動を行

っている。 

続いて取組予定ですけれども、引き続き後発医薬品の不安定供給に関する現状を伝達すると

ともに、道民へのイベントで、啓蒙活動する。 

協議会で確認したい事項として、選定療養に関して意見交換をできれば良いなと思ってい

る。 

 

＜山澤委員＞ 

会としての取組状況・取組予定というものはないが、今回協議会で確認したい事項として

は、出荷制限がこれほど多くなっている経緯と安定供給の今後の見込みについて確認したい。 

 

＜山本委員＞ 

取組状況と取組予定について、昨年とほぼ変わった内容はない。 

やれることは、すべてやっているところだと思うが、後発品に限らず、今、GDP のガイドラ

インということで品質がかなり注目をされているため、ここに対する努力も含めて、今かなり

苦戦をしているところ。こちらに書かれている他に、2024 年問題によって、卸の立場として

も、メーカーからの入荷の便数がかなり減っているため、在庫をある程度持たなければならな

いという在庫の負担がある。それともう 1つは、人手不足で配送がなかなか、今までのような

数で回せていない。これは後発品の品切れということで、後送になったものを個別に持ってい

くという手間もかかっており、さらに窮地になっている状況。 

 

＜川俣委員＞ 

2021 年から、小林化工における法律違反に伴い、業務停止がかかって、医薬品の供給が滞っ

た。その他のジェネリックメーカーはそれを補足生産しようということで、取り組んだが、当

時、ジェネリック製薬協会だけではなくて、日本製薬団体連合会が、問題の大きさというのを

認識して、それぞれの成分ごとにメーカーの担当者を集めて、どれだけ増産できるか供給調整

会議を開こうとしたが、独禁法に抵触するというようなことになってしまい、この会議は解散

をすることになった。そのため、各社それぞれバラバラに増産をする対応をせざるをえなくな



った。 

ジェネリック医薬品の供給不安は、本来関係のない、出荷状況が大きく変わってしまったこ

とによって、解熱鎮痛剤や鎮咳去痰剤が足りなくなったものもあったが、最大の要因というの

が、我々ジェネリックメーカー、新薬メーカーさんも含めてなんだろうと思うが、それをカバ

ーする生産余力を持ってなかったっていうことが、大きな要因。 

なかなか需要にこたえられる状況になってないっていうところで、今年の 4月以降につい

て、各社の増産体制が整う状況になるので、供給不安の解消ができるのではないかと期待して

いる。 

一方、選定療養制度に対する影響については、読めないところであり、この選定療養制度が

供給不安の材料になっていることは残念。 

先ほどお話した公正取引委員会、独禁法の問題を解消するために、公正取引委員会の方々と

議論をして、製薬メーカーが集まってどんなことが議論して良くて、どんなことならだめなの

かをかなり細かく詰めた。その中で、こういうことならやっていいですよっていうのを部分的

にいただいたので、その部分を安定供給責任者会議の中で、議論をすることにしている。 

教育研修部会の立ち上げについて、我々ジェネリック製薬協会としては、規則やルールを、

従業員に対して教育するシステムっていうのはあったが、この規則やルールを守らせる文化の

教育の部分について、各社にばらつきがあったので反省をしているところ。そのため、基礎で

ある守る文化を醸成していくための教育研修部会をたちあげた。 

それから、産業構造のあり方、ジェネリックメーカー数が多過ぎるということで、統合のあ

り方などについても議論をして参りたいと思っており、きちんと先生方にご説明し、代替医薬

品をきちんとご案内をした上で、供給体制が整った状態で、品目統合し、生産効率を上げて、

供給量をより高めていく取組を今後も行ってまいる。 

 

＜福土委員＞ 

DPC 病院なのでできるだけ、経済性の高い、後発医薬品を使用していく見込み。診療報酬も

つけられているので、その算定も、目的に、積極的に後発品の切り換えを進めている状況。 

当院における数量シェアの使用率は、90％以上は維持しており、後発医薬品使用体制加算１の

算定はできている。バイオ後続品使用体制加算最近、算定を始めている状況。 

取組予定ですが、フォーミュラリ、国も第四期医療費適正化計画の中で実践演習が始まって

おり、その中で本来、積極的に作成し、使っていくこととなっており、当院ではフォーミュラ

リといったものを整理している状況にあり、制酸薬のフォーミュラリを作成している。今後、

糖尿病性の治療薬とその他フォーミュラリについても検討していく予定。 

最後に、この会議体の中で確認できればなと考えまして、提案したが、後発品への先発から

後発品への切り換えをする際に、なかなか難しい医薬品もあり、代表的な薬剤として抗てんか

ん薬がある。当院ではすべて先発品を採用して使用している、他の大学病院などのデータを見

ますと、後発に切り換えられている施設も幾つかある。道内において、後発品のてんかんの薬

の使用割合がどの程度か、そのデータでもって、切り換えの根拠の 1つとしていきたい。 

 

＜棚川委員＞ 

取組状況について、定期的に医薬品の適正使用に関する啓発活動また使用方法の学習をしてい

る。 

感想だが、昔は後発って言うと偏見とかあったが、最近浸透している。特殊な病気の場合

は、わからないけれども、今そういう偏見はなくなってきている。ただ、後発医薬品の不安定

供給が続いているということで、非常に困っているというような話も聞きましたが、皆さん

方、これだけ苦労されていろいろ活動されていることがわかった。 



来年度以降の取り組む予定ですが、医薬品の適正使用に関する基礎知識を持ってない方も結

構いるので、学習会を開いていきたいと思う。それから専門家を講師に招いて、医薬品の適正

使用等に関する講演会を開催したいと考えている。 

 

＜事務局＞ 

全国健康保険協会北海道支部が欠席ということで、事前にいただいた調査票の内容に沿っお

話する。取組状況について、2つあり、1つ目がジェネリック医薬品希望シールの配布、2つ目

が、医療機関、薬局向けにジェネリック医薬品、カルテの送付を行っていた。今後の取組予定

としては、若年層に向けたジェネリック医薬品使用促進案内を含む上手な医療のあり方の案内

の送付による啓発を考えている。そして協議会内で確認したい事項としては、北海道内の各

地、地域におけるフォーミュラリの運用状況について確認したいとのこと。 

続いて、北海道庁の取組として、不足している医薬品等に関する国からの情報を関係団体に

随時、通知している。令和 6年度はロピバカインやリドカイン、抗インフルエンザ薬などの通

知を関係団体に通知している。2つ目は、医薬品の品質確保のため、ＧＭＰ調査を行ってい

る。 

3 つ目は薬と健康の週間を毎年 9月に開催しており、医薬品の適正使用等について啓発を行っ

ている。4番目、後発医薬品に特化したものだが、後発医薬品の採用率や啓発ポスターを毎年

作成しており、北海道庁のホームページに掲載している。後発医薬品採用リストについては、

北海道のモデル病院 7病院にご協力いただき、後発医薬品の採用状況をリスト化しているとこ

ろ。5つ目、医薬品医療機器等の一斉監視において、製造業者や製販業者など許可を持ってい

る業者に対して、品質調査を毎年行っている。 

今後の取組予定は、国から医薬品等の情報を各関係団体に周知、GMP 調査の実施、医薬品の適

正使用の啓発、後発医薬品の採用リスト・啓発ポスターの作成、一斉監視を引き続き行ってい

きたいと考えている。 

 

＜事務局＞ 

単純に後発医薬品をどんどん進めていくことは医療費適正化の観点から必要だと思うけれど

も、皆様から提案のあった供安定供給に向けた取り組みというのがまずその前提になる。国の

方でも、様々な取り組みを進めようとしている状況。安定供給について、様々な問題あると思

うけれども、北海道としても、安全性を確保しながら、後発医薬品の供給安定確保を進めてい

きたい。 

あと福土先生からご提案のあった、抗てんかん薬についても、ご相談しながら進めていきた

い。 

 

＜福土委員＞ 

後発医薬品安心使用協議会は年に１回か？ 

 

＜事務局＞ 

決まっているものではないが、年に 1回程度の開催が今の状況。 

 

＜福土委員＞ 

 北海道全体で見れば、全国平均を上回っていて、87.5％という高い割合を維持されているん

ですけれども、地区別で見ていくと、もしかしたら低いところもあったり、高いところもあっ

たりして、そういった中で低いところでいかに使用促進を進めていくかというところも、今後

の課題になるのではないかなと思っている。 



その中でも、薬効別で見ると、てんかんの治療薬っていうのがなかなか切り換えづらい薬剤だ

が、選定療養の中で、長期収載品目として入っている。医学上の理由のため、先発品を使う場

合は、それは選定療養の対象にはならずに、後発品の安心使用を進めづらい薬について、どれ

ぐらい、切り換えを積極的に進めていくべきなのか、見える化していけたらなと思って、提案

させていただいた。 

 

＜事務局＞ 

地区別の使用状況ですとか、特定の抗てんかん薬ですとかそういったものの使用状況・使用

割合など、どういう形で確認をしていくのかも含めてご相談させいただきたい。 

 

＜伊藤委員＞ 

長期収載品の選定療養でこれがどれぐらい件数あるのかどれぐらい金額かかってのかはどこ

でデータも持っているのか。 

 

＜事務局＞ 

具体的には、国の方でそういったデータをとっているはずでございますので、全体的なもの

は出てくるのかなというふうに思う。 

 

＜伊藤委員＞ 

国保とか支払機関では把握できないのでしょうか、この仕組みは。 

 

＜事務局＞ 

仕組み的に完全に理解しているわけではないですが理屈的には、調べられると思う。 

 

＜伊藤委員＞ 

ぜひ知りたいです。 

また関連すると、そういうデータがあればちょっと知りたいなとも思った。 

 

＜川俣委員＞ 

選定療養の制度によって、差額を差額負担してもいいって言って、その差額を支払った患者

さんと、差額の影響で、先発からジェネリックに切り替えた患者さんについては、カウントで

きるようだ。それで、どのぐらいの比率なのかっていうところはわかるが、分母がわからな

い。3剤あるうちの 2剤は、そのまま長期収載品を使って、1剤だけはジェネリックに切り換え

る使われ方をした場合の比率がわからない。 

我々知りたいのは、どの医薬品がどれだけの比率で、選定療養の影響を受けてジェネリック

に切り替わったのかってことを知りたいが、これは実際の医薬品の出荷額の部分をずっと分析

していくしかないのかなと思う。 

 

＜福土委員＞ 

いわゆる院内処方をされた場合に処方箋のところに、医学上の理由でチェックを入れる。そ

して、また患者の希望によって、長期収載品を希望されるというチェック項目が、処方せんに

書かれているので、レセプトの請求とかで、データを入れているのであれば、国もしっかりと

データを把握できると思うので、患者さんが希望して長期収載品を選ばれているという数は把

握できると思う。 

あと 10 月前後、例えば半年間ずつ見た場合に、長期収載品の薬剤がどのように変動している



のかを調べることによっても、影響を評価することができると思う。 

 

＜事務局＞ 

今調剤薬局などでも、電子処方箋の導入もかなり進んできて、ある程度の分析っていうのは

可能になってくると思っておりますので、相談しながら進めていきたい。 

 

 

（２）適正使用に向けたロードマップについて（資料３）について 

＜事務局＞ 

今後の取組として後発医薬品との安心安全に使用できるように普及啓発や後発医薬品リスト

の作成、本協議会の継続的な開催等を行う。 

＜その後、後発医薬品を安定供給について、国の今後の動向を説明。＞ 

 

＜長浜谷委員＞ 

他の都道府県との比較の中で、北海道は、後発品の数量ベースは平均値だが、薬剤料がかな

り高い。なので、後発品に変えてない先発品があればどんどん変えていくっていうことと、さ

らに費用対効果など、もしわかるのであれば、なぜ薬剤料が高いのかというところも、分析で

きればと感じた。 

 

＜事務局＞ 

薬剤料は、総額なので人口が多い北海道が高くなる。全国の人口割合というところもありま

すし、あとは北海道については、高齢化が進んでいるので、そういった点が、薬剤料に影響し

ているかもしれないと考えている。 

いずれにしても、北海道の状況というのはもう少し詳しい分析ができればと考える。 

 

＜福土委員＞ 

今後の目標値として、2029 年末までに金額ベースで 65％以上達成しなさいといっているが現

時点で多分、確か北海道は 56％ぐらいだったと思う。だから 65％まで、まだ 10％ぐらい伸ば

していかないといけないという状況ですが、多分そこをクリアできているのは沖縄県くらいし

か全国的に見てもない状況。 

 

＜事務局＞ 

なかなか道のりは険しいので、工夫を凝らしながら、北海道でも国に対して安定供給体制、

後発医薬品の産業構造の安定化も含めて、引き続き要請をしていく。国の方で責任を持って安

定供給体制を構築していく、これをお願いしていくというのが基本になるかと思う。その上

で、関係機関の皆様のご意見を伺い、協力していただきながら進めていければと思う。 


